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宇都宮市では、直面する少子・超高齢社会や、地球温暖化などの環境問題に対応し、子どもから高齢者

まで安心して便利に暮らせる魅力あるまちとして持続的に発展していくため、地域特性に応じて都市拠点

や産業拠点などを定め、それらの拠点間を道路や公共交通で結ぶ「ネットワーク型コンパクトシティ」の

まちづくりを推進している。 

 その実現に向けては「都市の骨格となる東西基幹公共交通」や「地域を面的にカバーする地域内交

通」を整備し、自動車と公共交通、タクシー、自転車など様々な交通手段が効率よく連携する、階層性の

ある「公共交通ネットワーク」の構築が必要であり、南北方向の鉄道（ＪＲ宇都宮線、東武宇都宮線な

ど）とともに、将来の公共交通ネットワークの要となる東西方向の基幹公共交通として、「ＬＲＴ」

（Light Rail Transit）の整備に向け取り組んでいる。 

 本稿においては、宇都宮市のまちづくりや宇都宮ＬＲＴ事業について報告する。 
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1. 検討の経緯 

 

ＬＲＴ事業については、宇都宮市東部地域に立地する

工業団地への通勤者の増加による慢性的な交通渋滞の社

会問題化に伴い、栃木県と宇都宮市の出資により設立さ

れた宇都宮市街地開発組合が新たな交通システムを検討

したこと（平成５年度）が始まりである。その後、県と

宇都宮市及び宇都宮都市圏の３市６町による「宇都宮都

市圏都市交通マスタープラン」の策定（平成７年度）や、

県と宇都宮市による「新交通システム導入基本計画策定

調査」の実施（平成１３・１４年度）、宇都宮市による

「事業・運営手法と施設計画に関する調査」（平成１

９・２０年度）などに取り組んできた。 

こうした取組を踏まえ、平成２５年３月には、宇都宮

市として「東西基幹公共交通の実現に向けた基本方針」

を策定したところである。 

 その内容については、 

①東西基幹公共交通の導入システムをＬＲＴとすること 

②計画区間を「桜通り十文字付近～宇都宮テクノポリス

センター地区（約１５ｋｍ）」とすること 

➂公共が軌道や停留場等の施設・車両などを整備・保有

し、民間等の営業主体が運行や日常の維持管理を担う

「公設型上下分離方式」とすること 

④計画区間の全体整備には一定期間を要することや、Ｊ

Ｒ宇都宮駅西側と東側では公共交通の整備状況が大きく

異なること、また、東部地域における慢性的な渋滞の緩

和や公共交通空白・不便地域の解消等で早期の効果発現

が期待できることなどから、ＪＲ宇都宮駅東側の区間

（約１２ｋｍ）から優先的に整備に取り組むこと 

などを明らかにしたものである。 

また、同年１０月には、隣接する芳賀町から「ＬＲＴ

事業をともに検討し、同時期での整備を目指したい」と

の要望書を受けたところであり、芳賀町域への延伸は更

なる需要を見込めるとともに、県央地域の公共交通の利

便性向上にも資することから、１市１町の合同プロジェ

クトとして、ＪＲ宇都宮駅東口から芳賀・高根沢工業団

地付近までの約１５ｋｍの区間を優先整備区間として改

めて設定した。（図―１） 
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2. 事業化に向けて 

 

ＬＲＴの事業化に向けては、宇都宮市と芳賀町が共同

で、有識者委員や、国・県・警察などの行政アドバイザ

ー、周辺２市６町や地元公共交通事業者等のオブザーバ

ーから構成する「芳賀・宇都宮基幹公共交通検討委員

会」を設置し、具体的・専門的な検討を進めてきた。以

下に具体例を示す。 

需要予測については、ＬＲＴ導入ルートの特徴から、

より確実に利用が見込める通勤目的を中心に、沿線企業

等へのヒアリング、沿線の工業団地等に勤務する従業者

へのアンケート調査、更に「県央広域都市圏生活行動実

態調査」（パーソントリップ調査）を実施し、段階的な

精査に取り組んできた。これらに基づく需要予測を踏ま

え、事業の採算性について試算したところ、採算性が確

保できる結果となっている。 

導入ルートや導入空間については、安全性や速達性、

周辺交通への影響などを総合的に勘案し、道路管理者や

交通管理者との協議を踏まえ、円滑な交通の確保に向け

た検討を行ってきた。特に既存道路空間へのＬＲＴ導入

については、ＬＲＴ導入後の円滑な交通を確保するため、

自動車交通に与える影響を十分に見極め、検討する必要

があることから、道路ネットワーク全体における各路線

の混雑度の検証、交差点の需要率の検証、ミクロ交通シ

ミュレーションの三段階による検証に取り組み、一部の

交差点の高架化や、交差点の改良などの対策を講じるこ

とで、ＬＲＴ導入後も円滑な交通処理ができるものと評

価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 営業主体の確保 

 

 「公設型上下分離方式」に基づくＬＲＴの営業主体に

ついては、安全な運行や経営の継続性が確保されるとと

もに、宇都宮市や芳賀町のまちづくりに寄与し、地元に

密着したサービスを提供できる組織が望ましい。 

 宇都宮市においては、市内・県内に軌道事業者がいな

いことから、これまで国内の軌道事業者を中心に「ＬＲ

Ｔ事業に係る事業参画意向調査」や「ＬＲＴ事業の運営

を担う意向のある事業者募集」を実施してきた。その取

組を通じ、当事業は開通すれば国内有数規模となり、開

業に必要な「運転要員などの確保」や「開業前経費」な

どについて、民間事業者だけで対応するには課題が多い

ことが把握できたことから、平成２７年７月に、宇都宮

市と芳賀町が行政の信用力を生かし、営業主体に必要な

資金調達や人材確保などに主体的に取り組む「官民連携

による新会社の設立」を明らかにした。その後、地元経

済界や公共交通事業者等から出資に対する協力の意向が

確認できたことや、既存軌道事業者から運転士の養成を

含めた技術協力の意向をいただけたことから、運営体制

の構築が十分に可能であると判断し、同年１１月９日に

新会社として「宇都宮ライトレール株式会社」を設立し

たところである。 

 

 

4. 軌道事業の特許取得、工事施行認可申請 

 

ＬＲＴ事業については、平成２８年５月末に都市計画

を決定したところであり、また、ＬＲＴの整備や運営に

必要となる軌道事業の特許を取得するため、宇都宮市と

図―１ ＬＲＴの導入ルート 
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芳賀町、当社の連名で国土交通大臣に「軌道運送高度化

実施計画」の認定申請を行い、同年９月２６日付けで認

定されたところである。これにより、ＬＲＴ整備や運営

に要する軌道事業の特許（「地域公共交通の活性化及び

再生に関する法律」第１０条第２項に基づく軌道法の特

例による「みなし特許」）を取得した。 

「軌道運送高度化実施計画」の概要については（表－

１）のとおりである。 

さらに、平成２９年８月９日には、着工に必要となる法

定手続きである「工事施行認可」を国土交通大臣に申請

し、平成３０年３月２０日付けで認可されたところであ

る。 

また、栃木県に、都市計画決定に基づく都市計画事業

認可を申請し、平成３０年３月２２日に認可されたとこ

ろである。 

ＬＲＴの整備効果としては、住民の日常生活における

移動の利便性向上や公共交通空白・不便地域解消への貢

献、環境負荷の軽減などが見込まれ、また、軌道敷設に

よる地価下落抑制効果や沿線の利便性向上による企業の

生産活動の向上、地域における雇用の増加などが想定さ

れ、ひいては自治体として税収増が期待でき、将来的に

行政サービスの維持・向上にもつながるものと捉えてい

る。 

 

表―１ 「軌道運送高度化実施計画」の概要 

営業キロ 約15ｋｍ（複線） 

事業方式 公設型上下分離方式 

営業主体（上） 

整備主体（下） 

宇都宮ライトレール株式会社 

宇都宮市、芳賀町 

停留場数 19カ所（100％バリアフリー） 

トランジットセンター

想定箇所 
5カ所 

導入車両 

低床式車両17編成 

（車両の長さ約 30ｍ、福井鉄道㈱の

FUKURAMを参考に検討） 

車両定員 155人（最大輸送力 232人） 

概算事業費 

約458億円（消費税含まず） 

（内訳）市区間 約412億円 

    町区間  約46億円 

運転最高速度 全線 時速40ｋｍ 

需要予測 
（平日）16,318人／日 

（休日） 5,648人／日 

運転時間帯 

午前6時台～午後11時台 

（ＪＲ宇都宮駅の新幹線の始発・終電に

対応） 

運行間隔 
ピーク時    6分間隔／時 

オフピーク時 10分間隔／時 

所要時間 

（起終点間） 

普通電車（各停留場に停車） 約44分 

快速電車（追い越し線により、一部停留

場を通過） 約37～38分 

運賃 初乗り150～400円（対距離制） 

運賃収受方法 交通ＩＣカードシステムの導入 

5． 令和４年（２０２２年）の開業に向けて 

 

⑴ 着工 

 平成３０年３月には着工に必要となる工事施行認可、

都市計画事業認可を取得したことから、平成３０年５月

２８日に、国内初の全線新設によるＬＲＴ事業の着工を

市内・外に発信するとともに、関係者への感謝の意を込

め、ＬＲＴの始点となるＪＲ宇都宮駅東口において、国、

県、周辺市町の関係者を招待し、起工式を行った。 

現在、施設の規模が大きい車両基地、施工に３渇水期

を要する鬼怒川橋梁から先行して整備に取り組んでおり、

令和４年（２０２２年）３月の開業を目指していく。 

 

⑵ 導入車両 

導入車両については、前述の「芳賀・宇都宮基幹公共

交通検討委員会」の下部組織であるＬＲＴ車両部会にお

いて、その仕様などについて、具体的な検討を行ってき

たところである。 

宇都宮ＬＲＴ事業では、ピーク時６分間隔、オフピー

ク時１０分間隔の運行を計画しており、特に、朝のピー

ク時の最大需要断面は約１，８００人／時と予測してい

ることから、定員１６０名、車両長３０ｍ級の車両を１

７編成導入することとしている。 

車両設計事業者の決定にあたっては、公募型プロポー

ザル方式による選定を行い、車両設計に取り組む事業者

として、新潟トランシス㈱を選定したところである。 

また、車両デザインについては、これまで路面電車の

文化がなかった宇都宮市民・芳賀町民がＬＲＴを身近に

感じることができるよう、また、両地域の個性あるまち

づくりのきっかけとなるよう、複数の車両外観デザイン

案を作製した上で、市民・町民へのアンケートなどを実

施し、決定した。 

 

⑶ 運賃収受方法 

 運賃収受方法については、利便性の向上や乗降時間の

短縮を図るため、ＩＣカード利用を基本とし、また、扉

を限定せずに乗降が可能となるよう、全ての扉の両側に

ＩＣカードの乗車用・降車用リーダーを設置することで、

いわゆる「信用乗車方式」を採用している。 

 また、ＬＲＴで利用できるＩＣカードについては、全

国相互利用カードであるＳｕｉｃａの機能と、地域独自

サービスの機能を併せ持つ「地域連携ＩＣカード」を、

バス事業者と共に導入する。（地元バス事業者において

は、２０２１年春を目途に導入予定） 

 地域連携ＩＣカードの導入により、１枚のカードで宇

都宮地域の全ての公共交通が利用でき、高齢者外出支援

事業や上限運賃制度などの地域独自サービスの実現も可

能となる。 

り 
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6. おわりに 

 

国内のＬＲＴ導入事例としては富山市が有名だが、宇

都宮市の取組はこれに次ぐものであり、追い越し線等の

整備を含め、全線新設によるＬＲＴ整備は国内初となる。 

宇都宮市のＬＲＴ整備は、中長期的な視点のもと、２

０年、３０年先のまちを見据えたプロジェクトであり、

将来にわたり宇都宮市が多くの人や企業から選ばれる都

市となる上で欠かすことのできない事業であることから、

今後とも、ＬＲＴの開業に向け、各種取組を全力で進め

ていく。 
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